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1・はじめに

平成2年国勢調査結果によると、昭和60年から

平成2年までの閏の人口減少都道府県数は18であ

り、昭和50年代前半の1(東京都)、後半の1(秋

田県)に比べて急増している。この背景には過疎

地城を抱える県での人口増加率の低下とともに社

会増減率の地域間格差が拡大したことがあげられ

る'。一方、市町村についてみると、人口増加市

町村数は昭和50年代前半は1,742、後半は1,678で

あり、全国約3,250市町村の半数以上であったが、

昭和60年から平成2年までの問には増加市町村数

は1,177、減少市町村数は2,066となり、減少市町

村数は増加市町村数のほぼ2倍になっている。市

についても383市で人口が増加したのに対し、273

市で人口が減少している1つ。成長力の地域間格差、

都市間格差が顕著になってきている。都市間競争

が俄烈になり、淘汰の段階に突入し始めたとも言

えよう。

2.人口増加率による都市成長力の分析2-

(1)分析の視点

これまで、人口が都市の大きさを測る最も基本

的な指標として用いられてきた。2010年代に人口

増加がピークを迎えようとしていること　あるい

は発展途上国の人口増加率が先進国の値を大きく

上回っていること等を考えると、人口のみが成

長・発展の指標とは言えないものの、少なくとも

一一国内の分析に限定すれば、指標値の総合性や安

定性という点では人口が最も優れた都市の成長力

指標であるといえよう。

しかしながら人口増加率による都市成長力分析

に際しては、次の2点に注意せねばならない。第

1は行政区城内の都市人[~1ではなく都市圏人口に
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注目すべき点である。第2は成長力の経年比較を

人口増加率の絶対値で行なうことへの疑問である。

我が国の全国人口は昭和50年代前半に4.6%、後

半に3.4%増加し、昭和60年から平成2年までの

間には2.1%増加した。従って人[1増加率の絶対

値が経年的に減少している事実を以て、その都市

の成長力が低下しているとは断じられない。経年

的な比較を行なう場合には、都市間の相対的な成

長率の変化に着目すべきである。

本稿では、以上の2点に注意して都市圏人口増

加率の相対的な大きさの変化に着目して都市の成

長力や都市間兢争の姿等について述べることとす

る。

(2)全国各都市圏の人口度′

我が国にはアメリカの標準大都市圏(Standard

MetroporitanStatisicArea)のような公式の大都

市圏設走法はない。そこで山田・徳間はSMSA

に良く似た標準大都市雇用圏(StandardMetr0-

politanEmploymentArea)を設定して都市圏人

口の計算を行なっている3つ。これはまず母都市を

人口規模、就業特性、通勤特性等を考慮して定め、

次いで就業特性および母都市への通勤特性によっ

てその郊外地城を定めるものであり、SMEAの人

口の下限は10万人としている。昭和60年時点の国

勢調査結果に基づいて我が国各地のSMEAを定

めるとその総数は118であった事。表-1は全国20

大都市圏について昭和50年から平成2年までの人

口の推移を示したものである。東京大都市圏の人

口は約2,719万人であり、我が国総人口の22.0%

を占めている。なお横浜市は東京大都市圏の郊外

地城になっている。一方、京都、大阪、神戸はそ

れぞれ独立の都市圏を形成している。人口100万

人以上の都市圏の数は10、70万～100万の都市圏

の数は8であり、50-70万の都市圏の数は表に示
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衷-1全国20大都市圏の人口推移

順 位　　 都 市 困 名 S . 5 0 S . 5 5 S . 6 0 H . 2

1 東 京 大 都 市 圏 2 3 , 2 2 6 ,9 5 0 2 4 ,5 9 6 ,4 4 0 2 5 , 9 16 ,9 6 0 2 7 ,1 8 6 ,6

2　 大 阪 大 都 市 圏 10 , 7 6 0 ,5 8 0 1 1 ,1 6 0 , 5 8 0 1 1 , 5 0 6 ,8 4 0 1 1 .7 0 0 ,3

3　 名 古 屋 大 都 市 圏 4 ,2 6 9 ,5 5 9 4 ,4 7 0 ,4 6 9 4 , 6 3 0 ,3 0 8 4 , 7 9 1 ,2

4　 京 都 大 都 市 圏 2 ,2 3 1 ,9 8 6 2 ,3 6 1 , 50 7 2 ,4 4 5 ,3 3 0 2 ,4 9 1 ,4

5　 神 戸 大 都 市 圏 1 ,8 8 7 ,5 8 0 1 ,9 6 7 ,9 1 1 2 ,0 4 3 ,8 4 5 2 , 1 3 3 ,8

6　 札 幌 大 都 市 圏 1 ,5 8 1 ,0 0 3 1 ,7 7 9 ,4 9 2 1 .9 3 6 . 5 9 3 2 ,0 8 2 ,8

7　 福 間 大 都 市 圏 1 ,5 5 8 ,0 2 3 1 ,7 5 5 , 2 0 7 1 ,9 0 3 ,0 6 6 2 .0 4 8 ,8

8　 広 島 大 都 市 圏 1 ,2 3 2 ,0 0 5 1 ,3 2 3 ,4 3 0 1 ,4 0 4 ,0 2 0 1 .4 6 6 ,0

9　 北 九 州 大 都 市 困 1 ,3 6 4 , 5 6 3 1 ,4 0 4 , 64 9 1 , 4 13 ,2 7 1 1 ,3 8 0 ,4

10　 仙 台 大 都 市 圏 1 ,0 6 9 ,7 2 0 1 ,1 8 3 ,0 9 5 1 , 2 6 9 ,7 0 6 1 ,3 1 9 ,9

1 1 静 岡 大 都 市 圏 8 74 ,4 6 1 9 0 7 , 5 0 5 9 3 1 ,0 7 1 9 4 5 ,7

1 2　 浜 松 大 都 市 圏 7 52 ,6 9 1 7 9 9 , 70 7 8 4 1 ,0 3 8 8 7 2 ,9

1 3　 姫 路 大 都 市 圏 7 64 ,6 7 2 7 9 4 .7 7 6 8 1 6 .6 8 0 8 2 0 ,3

1 4　 新 潟 大 都 市 圏 65 2 , 9 3 6 7 0 2 ,0 2 8 7 2 9 ,7 3 0 7 4 5 .5

1 5　 岐 阜 大 都 市 圏 67 1 , 7 9 5 7 0 9 , 0 5 4 7 3 1 ,7 9 1 7 4 4 ,4

1 6　 熊 本 大 都 市 圏 59 3 .4 5 3 6 5 5 , 8 6 9 7 0 2 ,5 9 4 7 3 8 ,1

1 7　 岡 山 大 都 市 圏 62 9 .0 4 5 6 7 4 , 0 0 5 7 0 7 ,9 3 1 7 3 0 ,1

1 8　 金 沢 大 都 市 圏 590 .6 5 1 6 3 7 , 1 8 0 6 6 9 ,9 3 4 6 9 5 ,4

1 9　 那 覇 大 都 市 圏 547 , 5 6 0 5 9 3 ,4 8 5 6 4 1 ,7 2 7 6 7 4 ,

2 0　 宇 都 宮 大 都 市 圏 540 ,0 8 4 5 8 8 ,0 8 2 6 2 6 ,0 0 8 6 5 リ

していない都市圏を含めて14となっている。

都市圏人口の減少した都市の数は昭和50年から

55年の問が3(室蘭、秩父、呉)、昭和55年から

60年の間が5(室蘭、酒田、呉、岩囲、大牟田)

であったのに対して、昭和60年から平成2年の問

には35と大幅に増加しており、都市間競争の激化

が都市圏の淘汰を生じさせていることがわかる。

しかもこの中には都市困人口100万人以上の大都

市圏である北九州、県庁所在地を含む青森、和歌

山、昭和50年から55年の間には10%以上の高い人

口増加を見た旭川などが含まれている。人口減少

は構造不況業種を抱える工業都市だけではなく、

さまざまな都市圏に及びつつある。

(3)人口増加率の偏差値分析

全国118都市圏の都市間競争のなかで各都市圏

はどの程度の成長力を持っているのであろうか、

またその成長力はどのように変化しているのであ

ろうか。ここでは各期間ごとに各都市圏の人口増

加率を計算し、全国118都市国での増加率平均値

を0とした場合に各都市圏の増加率が相対的にい
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くらと見積もられるかを偏差値の形で計算した。

従って偏差値が正ならばその都市圏は118都市既

の平均以上の人口増加率を持つことになる。なお

平均値が負であることは、平均以下の人口`増加率

にとどまっていることを示し、必ずしも人口の絶

対値が減少していることを表わすものではない。

付表一1に、全回各都市階の人口増加率偏差値を、

その都市圏の産業構成によるグループ化を行なっ

たうえで示している。

(4)成長パターン都市圏

偏差値が最も大きい都市圏は成田であり、各期

間とも群を抜いた大きい値を示している。明らか

に成田国際空港が都市成長に大きく寄与している。

第2位は土浦であり、土浦都市圏の郊外部にある

筑波学園都市の発展が原動力となっている。第3

位の勝田市は水戸の近くに位置している工業都市

で、電機、機械等の」二葉、及びそれらに関連する

情報産業に特化しており、いわゆるハイテク型工

業都市と言える。以上の3市に続く成長都市尚は

札幌,豊田,福間でほぼ同じような偏差値を示し
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ている。昭和60年から平成2年までの偏差値は2

前後の債でこの3市に続く値は茂原の1.38,また

昭和50年から平成2年までの15年間の人口増加の

偏差値を見てもこの3都市圏の値が1.8を越えて

いるのに対して、その次の値は宮崎の1.39であり、

成田、土浦、勝田、札幌、豊田、福岡の6都市圏

が際立って強い成長力を持っている。地方中枢都

市の代表格である札幌及び福間では、都市圏人口

の増加率そのものは経年的に低下しているが、我

が国総人口の増加率が低下しているため、偏差値

の値は逆に上昇し続けている。このように強い成

長力を持つ両都市園は多極分散の核として大いに

期待出来る。以上の6都市園を強成長型都市圏と

呼ぼう。

3期間ともに偏差値が正で、かつ昭和50年から

平成2年までの人口増加率偏差値が1を越える都

市圏は盛岡、仙台、太田、熊本、宮崎、那覇で準

強成長型都市圏とも呼ぶことが出来よう。このう

ち、工業都市の太田を除くといずれも地域の中心

都市としてビジネス系の活動が活発な都市である。

昭和50年以降の3期間の偏差値がいずれも正で、

かつ増加している都市圏を加速的成長型都市圏と

呼ぼう。その代表格は東京大都市圏である。人口

増加率の絶対値は昭和50年-55年が5.9%、昭和

55年～60年が5.4%、昭和60年一平成2年が4.9%

とやや低下しているようであるが、偏差値で見る

とそれぞれ0.009、0.644、1.100と力強く増加し

ており、昭和50年代前半オイルショック後の経済

停滞を背景にしたいわゆる地方の時代から、産業

構造の再編成による東京一極集中への転換が鮮や

かに見られる。加速的成長型に属する他の都市圏

は郡山、宇都宮、小山、高崎、茂原、金沢、浜松、

豊橋、岡山、広島である。このうち広島は昭和50

年代を通して"札仙広福''と呼ばれる4つの地方

中枢都市の中で、最低の人口増加率しか持ち得な

かった。特に昭和50年から55年にかけて、他の3

都市の偏差値が1以上であったのに対して0.36に

過ぎず、大きく差を付けられていた。近年の広島

の強い危機意識の背景を見ることが出来る。しか

しながら、昭和60年から平成2年までの間では

やっと仙台の増加率を超すことが出来るように

なった。

3期閏とも偏差借が正であるがその借が年々低

下している都市圏が盛岡、松山、大分、鹿児島で

あり、成熟型都市圏とも名付けられよう。rこのう

ち、盛岡、松山では昭和60年一平成2年の増加率

偏差値は0.5を越え、成長力は維持されているが、

大分、鹿児島では同期間の偏差値はそれぞれ約

0.19、0.06と小さい。特に鹿児島では昭和50年-

55年の値が約1.08と大きかったため成長力の急激

な低下が注目される。これらの都市の成長力低下

の一因としては後背地の人口供給力の低下が考え

られる。昭和50年代前半の県全体としての人口増

加率は着手2.6%、愛媛2.8%、大分3.2%、鹿児

島3.5%で全図平均4.6%を下回るものの、昭和35

年以後の最高水準(愛媛のみ昭和45年-50年の

3.3%が最高)を示していた。しかしながら昭和

60年から平成2年にかけては全国平均2.1%の増

に対して、岩手-1.2%、愛媛-1.0%、大分一1.1%、

鹿児島-1.2%と人目減少を示している。

一方、人口増加率偏差値が昭和50年代前半に負

であったが昭和60年一平成2年では正になった成

長転換型都市圏は、前橋、佐野、小田原、長野、

松本、上田、静岡、沼津、富士、名古屋、津、四

日市、彦根、京都、大阪、神戸、鳥取の17都市圏

であり、中部、近畿の都市圏が多く含まれている。

名古屋、京都、大阪、神戸という4つの大都市圏

で昭和50年代初期の成長率が全国平均を下回って

いたことは意外なことのように見えるが、産業構

造の転換に苦しんでいたことがうかがわれる。特

に大阪都市圏では、中心都市である大阪市での昼

間就業者の数が昭和50年から55年の間に減少して

おり、我が国で初めて本格的な衰退都市圏が現れ

たと注目されたものである。大阪都市圏の昭和60

年一平成2年の偏差値はまだ大きくはないが、関

西復権が少しずつ現れていることがわかる。なお

これまでのパターンには含まれないが鮨林、甲府

も成長の強い都市圏である。

(5)低・衰退バターン都市圏

昭和50年から平成2年までの3期間の増加率偏

差値がいずれもー1以下となっている衰退型都市

圏は室蘭、呉、下関、新居浜、大牟田、佐世保で

あり、昭和50年から平成2年までの15年間の増加

率偏差値が-1以下となる準衰退塑都市圏は秩父、

舞鶴、岩国、田川、延岡である。これらの都市圏

はいずれも塵化学工業都市であり、産業構造転換

の渡をまともに浴びたといえる。
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3期間とも偏差値が負でしかもその債が低下し

ている停・衰退進行型都市圏には、釧路、函館、

石巻、桐生、徳山、高松、今治、北九州、飯塚、

八代、延岡が含まれる。地方産業都市とも言うべ

き都市が多い中で、四国の中枢管理機能集積都市

である高松と百万都市である北九州が含まれてい

ることが注目される。高松については都市圏人口

の絶対値自体は増加しているが、成長力が全国の

都市圏平均値を下回り、かつ偏差値が低下してい

ることは重大な問題点といえる。同じ香川県内の

丸亀では、昭和50年代後半、及び60年代の人口増

加率偏差値は正を示していること、また県全体の

人口も昭和60年から平成2年の問に四回で唯一増

加したこと等を考慮すると、県内での高松都市圏

への吸引力の弱い点が指摘されよう。北九州市は

構造転換に努力していることで有名であるが、人

口増加率を見る限りでは衰退は進行しており、転

換が容易ではないことがわかる。

昭和50年代前半には人口増加率偏差値が正で

あったが、昭和60年から平成2年の間には負に

なってしまった停・衰退転換型都市圏には、旭川、

帯広、苫小牧、北見、青森、八戸、弘前、秋田、

伊勢崎、米子、高知、都城が含まれる。北海道及

び北東北の都市が多いことが特長で、どちらかと

言えば行政依存型の都市圏が繁栄から衰退へ大き

く儲変わりしている。特に帯広、苫小牧では昭和

50年代前半の偏差値がそれぞれ約1J、2.1と大き

かったが昭和60年以後には負債を示し、旭川では

同権に0.96から-0.86へと転換するなど急激な変

化に見舞われている。一方、偏差値が3期問とも

負であるがその値が経年的に上昇している都市圏

として足利、秩父、長岡、上越、飯田、武生、大

垣、伊勢、長崎が挙げられる。これらの都市は中

部地方を中心に分布しており、製造業色の強い都

市が多く含まれている。なお、これまでの停・衰

退パターンには含まれないが、停・衰退の顕著な

都市困として酒田、高岡が挙げられる。

3・産業構造と都市圏人口成長

(1)産業の分類

これまでに述べた都市圏の成長や衰退にはその

都市圏の産業構造が密接に関わり合っているはず

であるが、産業の分類についてはかなり細かく見

てゆく必要がある。例えば工業都市といっても素

材型工業中心の都市では人口の停滞ないし減少が

見られるが、電気機械や加工組立型コ二葉の盛んな

都市では人口が大きく増加している場合もある。

一方、サービス業雇用者は業種全体としては大き

く増加しているものの、対個人型サービス業に特

化している都市圏の人口は昭和60年以後停滞ない

し減少している。そこで産業中分類を基礎にした

産業構成と都市の成長力との関係を考察すること

にした。分析に際しては2つの点が問題となった。

まず、産業中分類の項目数は98と多いことである。

このため、地域の産業構造分類の事例を参考にし

て付表-2に示すように25種の産業区分に分類し

た。次にデータの収集である。国勢調査では市区

別の居住地ペースでしか中分類従業者数は得られ

ない。この場合郊外町村からの通勤者のデータが

得られないので、都市圏を対象とした意味が失わ

れる。事業所統計調査では、市区別の職場ペース

での中分類従業者数が得られる。事業所統計デー

タも市区別の催しか得られないが、職場ベースの

データが居住地ペースデータよりも優れているこ

と、事業所統計調査では農林水産業自営者を把握

できないが、都市園内の専業農林水産家数は少な

いこと、成長要因は2、3次産業に存在すると思

われること等を考慮して事業所統計を用いること

とした。なお昭和50年以降では事業所統計調査は

50年、53年、56年、61年、平成3年に実施されて

いるが、国勢調査との関係上、昭和50年、56年、

61年のデータを用いている(平成3年については

まだ結果が公表されていない。)。

(2)各産業の成長力と都市集中度

表-2は25の産業分類別に全国従業者数の増加

率と都市集中度を示したものである。なお、昭和

50年の事業所統計データには公共部門の従業者数

が含まれていないため、従業者数増加率は昭和56

年と61年との間についてのみ取り扱っている。従

業者の全業種全国成長率は5.5%である。最も成

長率が高い業種は情報サービス業であり、70.5%

と際立っている。対事業所サービス(36.2%)、

電気機械(31.3%)、専門サービス(27.3%)が30%

前後の値を持ち、医療・厚生(14.9%)、レクリ

関連サービス(13.7%)、不動産(13.3%)が10%

以上で成長産業と言える。飲食(8.8%)、出版・
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印刷(7.9%)、卸売(6.4%)、一般サービス(6.2%)、

金融・保険(5.6%)、加工(5.5%)が全業種成

長率以上の成長率を持ち、小売(3.5%)、教育・

文化(2.5%)生活関連(2.0%)、公務(0.6%)

等は絶対値としては増加しているがそれらの成長

率は全業種の値を下まわっている。都市集中度に

ついては統一・的な尺度はないが、情報サービスが

最も都市集中度の高い業種であることは明らかで

ある。実に東京都市圏のみで全国の半数以上

56.4%を占めている。出版・印刷、不動産業が都

市集中度の面で2位、3位となっている。卸売業

は118都市圏への集中度、地方中枢都市圏以上へ

の集中度、いわゆる三大都市圏地域への集中度の

面では上記の3業種に続くものであるが、東京都

市圏の集中度は29.9%で全業種中7位である。都

市集中度を表わす各指標値の順が多少異なるが、

卸売、対事業所サービス、金融・保険、専門サー

ビスの4業種が情報サービス、出版・印刷、不動

産に続く都市集中度の高い業種といえる。

全般的に見れば、成長力の高い産業の多くは同

時に都市集中度の高い産業でもある。但し、電気

機械と医療・厚生、レクリ関連サービスでは成長

第
2
主
成
分

0.8

0.7

0.6

0.5

0.4

11.3

0.2

0.1

0

-0.1

-0.2

-0.3

-0.4

-0.5

-0.6

力は高いが都市集中度は低い。このうち電気機械

については118都市圏への集中度では21位である

が東京都市圏への集中度では11位に位置しており、

東京都市圏の特別な強さの一端がうかがわれる。

(3)分布状況から見た産業のグループ分類

各都市圏に属する市区の25分類別従業者数合計

を計算し、25産業分野全体の総従業者数で割った

債を各都市潮の産業別従業者割合とした。異なる

産業の組について118都市圏をサンプルにした従

業者割合相関係数を求め、主成分分析を行なった。

図-1は、昭和61年度のデータについての各産

業の因子負荷量を示したものである。第1主成分

は正の方向で3次産業的特長、負の方向で2次産

業的特長を表わしている。また第2主成分は正の

方向で都市集中度に対応している。これらの結果

から情報サービス、出版・印刷、卸売、不動産、

専門サービス等が関連の深い産業グループを構成

していることが分かる。これらの産業はいずれも

成長力が高く、かつ都市集中度が高いことから大

都市を中心にした高度ビジネス産業が、都市成長

の重要な原動力となっていることが推察される。

図-1　第1主成分と第2主成分に対する因子負荷量(S.61)

4

9

1 5

19　　 竺

1 6

2 1 3

1
l 　　 ~~　 1　　　　 1

-0.4　　　　　　　　　0　　　　　　　　　0.4

・　第1主成分

注)図中の番号1農林、2鉱業、3建設、4棄机　5加工、6電機、7生活、8出版・印刷、9その他製造、10

卸売、11小売、12飲食、13金融、14不動産、15運適、16光熱、17対事・サ、18情報・サ、19レク

サ、20一般・サ、21医療、22教育、23専門・サ、24その他・サ、25公務
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衷-2　産業別全国従業者数増加率と都市集中度

従 業 者 増 加 率

( 昭 6 1 一昭 5 6 ) ( % )

従 業 者 の 集 中 度 ( % )

東　 京 京 阪 神 名 古 屋 札 仙 広 福 そ の 他 都 市 圏 全 都 市 圏

農　　 林　　 水　　 産 - 8 , 5 3 .8 0 1 . 1 9 0 . 5 5 2 .7 9 1 7 . 6 8 2 6 . 6 ~

鉱 - 2 0 . 3 5 .7 1 1 , 1 8 0 . 6 6 1 ,8 1 2 4 . 1 1 3 2 . 8

建　　　　　　　　　　 設 - 3 . 5 1 8 .9 5 9 . 6 9 3 . 0 9 5 .8 6 . 2 5 . 1 9 6 2 . 8

素　　　　　　　　　 材 - 8 , 8 1 5 . 1 5 1 5 . 2 6 5 . 8 1 1 .2 0 2 5 . 4 9 6 2 . 9

加　　 工　　 組　　 立 5 . 5 2 2 .2 6 1 4 . 3 1 4 . 9 9 1 .9 6 2 4 . 5 2 6 8 . 0

電　　 気　　 機　　 械 3 1 . 3 2 4 ,5 1 1 1 . 3 0 2 , 3 1 1 . 1 7 2 0 . 5 2 5 9 . 8

生　　 活　　 関　　 連 2 . 0 1 3 . 1 5 1 0 . 3 2 3 . 3 3 3 . 7 8 2 6 . 3 6 5 6 . 9

出　 版　 ・　 印　 刷 7 . 9 4 4 ,6 6 1 5 . 9 8 4 . 1 7 5 . 2 8 1 9 . 3 1 8 9 . 4

そ　 の　 他　 製　 造 - 3 . 1 2 0 .7 1 1 3 . 6 5 3 , 7 9 2 .0 8 2 1 . 0 1 6 1 . 2

卸　　　　　　　　　　 プロ 6 . 4 2 9 .9 1 1 7 . 8 5 5 . 6 3 7 .9 3 2 5 . 0 8 8 6 . 4

小　　　　　　　　　　 売 3 . 5 2 0 ,7 1 1 2 . 9 3 3 , 4 7 5 . 1 3 2 7 . 1 5 6 9 . 4

飲　　　　　　　　　 食 8 . 8 2 8 . 1 6 1 6 . 3 2 4 . 5 6 5 . 7 3 2 4 , 9 8 7 9 , 7

金　 融　 ・　 保　 険 5 . 6 3 0 ,6 2 1 4 . 9 1 3 , 8 4 6 . 3 7 2 8 . 3 0 8 4 . 1

不　　　　 動　　　　 産 1 3 . 3 3 6 .3 2 1 8 . 6 2 3 . 7 5 8 .4 2 2 0 . 6 4 8 7 . 8

運　 輸　 ・　 通　 信 - 0 . 5 2 5 .0 2 1 4 . 2 0 4 . 1 6 6 . 0 4 2 7 . 3 2 7 6 .7

光　　　　　　　　　　 熱 - 1 . 4 2 0 . 9 0 1 3 . 9 1 4 .8 0 6 . 0 9 2 7 . 9 6 7 3 .7

対 事 業 所 サ ー　 ビ ス 3 6 . 2 3 2 , 1 8 1 5 . 2 3 3 . 9 6 7 . 3 4 2 5 , 8 3 8 4 .5

情　 報　 サ　 ー　 ビ　 ス 7 0 . 5 5 6 . 3 9 1 4 . 1 1 4 .0 7 6 . 6 7 1 5 . 4 2 9 6 .7

レ　 ク　 リ　 サ　 ー　 ビ　 ス 1 3 . 7 1 9 .0 9 1 1 , 1 6 2 . 6 9 4 . 6 3 2 2 . 9 3 6 0 .5

一　 般　 サ　 ー　 ビ　 ス 6 . 2 2 1 . 3 2 1 2 . 6 0 3 . 6 0 5 , 3 1 2 7 . 7 6 7 0 .6

睦ミ　 療　 ・　 厚 :　 生 1 4 . 9 1 9 . 6 7 1 3 . 3 2 3 . 3 5 5 . 4 2 2 8 . 1 3 6 9 .9

教　 育　 ・　 文　 化 2 . 5 2 3 . 3 8 1 2 , 7 1 3 . 0 7 5 . 0 5 2 3 . 6 3 6 7 .8

専　 門　 サ　 ー　 ビ　 ス 2 7 . 3 3 1 . 5 5 1 4 . 5 8 4 . 2 4 6 . 1 3 2 4 , 5 5 8 1 .0

そ　 の　 他 サ　 ー　 ビ　 ス - 1 .6 7 . 0 0 4 . 7 4 1 . 3 8 2 . 8 5 2 1 . 8 5 3 7 ,8

公　　　　　　　　　　 務 0 .6 1 9 . 5 7 9 . 5 6 2 , 7 3 6 , 0 2 2 7 . 6 7 6 5 . 5

全　　　　 産　　　　 業 5 .5 2 3 . 1 5 1 3 . 2 8 3 , 8 7 4 . 9 8 2 5 . 4 1 些 L Z ___

図の左下には、小売業、一般サービス業、医療・

厚生、公務等のいわば生活支援型産業群が見られ

る。表-2を見るとこれらの産業では118都市圏

のシェア一については全産業平均値とほぼ同じ値

を持つが、大都市圏でのシェアーが相対的に低く

逆にその他の都市圏でのシェアーが相対的に高い。

このことから地方中心都市がこれらの生活支援型

産業を基盤にしていることがうかがわれる。これ

らの産業の成長力は、医療・保健を除けばさして

大きくはない。

製造業は図の左側に分布しており、素材、加工、

電気機械、その他製造業等はそれら以外の産業と

の関連性をあまり持たないと考えられる。都市集

中度の面では製造業は一般的に集中度は低い。成

長力の面では電気機械が高い値を持つ一方、素材

やその他製造業では従業者が減少しており、業種

による盛衰の差が大きい。

(4)従業者割合特化度による都市のパターン分類

昭和61年事業所統計調査結果を用いて25業種の

それぞれについて各都市圏での産業別従業者割合

を計算し、全国118都市圏の平均値と棟準偏差値

とを算出した。そしてある都市圏の特定の産業別

従業者割合の値が、上記のその産業の全国平均値

と標準偏差値の和よりも大きいならば、その都市

圏での当概産業は特化していると判断した。また、

上記の主成分分析結果や産業の都市集中度等を考

慮して、もとの25業種を以下の4つのグループに

分けた。

産業グループA:出版・印刷、卸売、不動産、対事業

所サービス、情報サービス、専門サー

ビス

B:飲食、金融、保険、教育、文化、

公務

C:小売、一般個人サービス、医療厚生

D:素材、加工・組立、電気機械

次に、特化産業の業種を先に述べた産業グルー

プに照らし合わせ、表-3に示す基準で都市圏を
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分類した。この結果が先に示した付表-1の都市

分類である。タイプ別の人口増加率偏差値を見る

と次のことがわかる。

(i)ビジネス型

全体的に成長力は大きく、偏差値は経年的に増

加している。特に昭和60年一平成2年では高松を

除く14都市圏で偏差値は正となっている。

(ii)準ビジネス型

成田を例外とすると、昭和50年代では15都市圏

中13都市圏で偏差値は負であったが、その値は経

年的に増加しており、昭和60年、平成2年では15

都市圏中8都市圏で偏差値は正になった。また構

造不況業種を抱える釧路と北九州を除けばこの間

に人口の絶対値が減少した都市圏はない。

同　ローカルビジネス型

昭和50年代前半に多くの都市園で人口増加率偏

差値は大きい値を示した。その後成長力は少しず

つ弱まってきたが、昭和60年～平成2年の間では、

依然として成長力の強い都市と成長力が弱くなっ

てきた都市圏とに二分されている。

(iv)ローカル型

全般的に成長力は弱い。昭和50年代前半には旭

川や都城でかなり高い偏差値が見られたが、昭和

60年一平成2年の間では、徳島の値が最高でわず

かに0.14に過ぎない。

(V)平均型

成長力の強い都市圏と弱い都市圏とが混在してい

る。

(Yi)コ工業ビジネス塑

昭和50年～55年では勝田以外の偏差値は全て負

であったが、昭和60年一平成2年では正の値を持

つ都市が4都市に増えている。素材型工業に特化

している都市圏4のうち、3都市圏で偏差値は負

となっている。

同　工業ローカル型

成長力は弱い、全て素材型に特化している。

同　工業型

偏差値が正の都市圏と負の都市圏とがある。全

体的には、偏差値は経年的にやや上昇しているよ

うである。素材型工業にのみ特化している都市圏

では偏差値が負になっている都市圏が多い。加工

あるいは電機に特化している都市圏で負の偏差値

を持つものもある。

全体をまとめてみると、昭和50年代前半では地

域中心的な都市圏の人口が大きく伸びたが、昭和

60年代にはビジネス型業種に特化した都市尚の成

長力が強くなり、地方の地域中心的都市圏が衰退

しつつあるといえる。工業都市では業種特性より

もむしろ関東、東海、長野、山梨等東京周辺の都

市圏の成長力が強いという地域的特長が見られる。

工業都市については個別のさらに詳しい分析が

必要と思われるので、工業都市以外の都市圏を人

口増加パターンと産業構成による都市闘タイプ分

類とによって区分したうえで、それらの都市圏が

どのような特化業種を持つかを調べた。表-4は

その結果を示したものである。表を見ると成長あ

るいは転換型の都市圏に最も共通している特化業

種は、情報サービス業である。特にビジネス型で

成長力の大きい8都市圏中、情報サービスに特化

した都市圏の教は昭和56年で8、昭和61年で7で

あり、ほとんどの成長都市圏が情報サービスに特

表一3　都市圏の産業構成タイプの分類基準

都 市 圏 タイ プ 分類
産 業 グ ル ー　 プ 別 特 化 業 種 の 数

A また は B A B C D

ビ　 ジ　 ネ　 ス　 型 3 以 上 1 以 上 0 以 上 0 0

準　 ビ　 ジ　 ネ　 ス　 型 1 , 2 1 以上 0 以 上 0 0

ロー カ ル ビジ ネ ス型 2 以 上 0 以上 0 以 上 1 以 上 0

ロ　 ー　 カ　 ル　 型 0 , 1 0 以 上 0 以 上 1 以 上 0

平　　　 均　　　 型 0 , 1 0 0 以 上 0 0

工 業 ビ ジ ネ ス 塑 1 以 上 0 以 上 0 以 上 0 以 上 1 以上

工 業 ロ ー カ ル 塑 0 0 0 1 以 上 1 以上

工　　　 業　　　 型 0 0 0 0　　　　 1 以上
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化している。これに対して、衰退型の23都市圏中、

情報サービスに特化している都市は昭和56年で僅

かに1、昭和61年では皆無である。成長力が抜き

んでて大きく、大都市集中度も際立って高いこと

等も含めて、情報サービス業はまさに高度情報化

時代のリーディング産業といえよう。

成長型都市に特徴的なもうひとつの特化業種は

専門サービス業である。成長及び転換型都市圏23

のうち、この業種に特化した都市圏の数は12で情

報サービスの14に次いで多いが、そのことよりも

むしろ昭和56年での特化都市圏数7から昭和61年

の12への増加が注目される。衰退型都市圏での特

化都市圏数は2でしかない。卸売、出版・印刷も

多くの成長型都市圏で特化し、衰退型都市圏では

少ない業種である。金融・保険や対事業所サービ

スは際立って成長型都市圏で特化しているとは言

えない。金融・保険については県単位での地方金

融機関設置のため、雇用者水準としては各県庁所

在都市圏に平均的に分布しているためと思われる。

なお、雇用者ではなく取り扱い資金量で見れば別

の結果が得られるかも知れない。対事業所サービ

スについては、今回の分類ではいわゆるリース業

と建物管理業が主力になっているため、成長型都

市圏との関係がはっきりしていないものと思われ

る。一般に、対事業所サービスという吉葉が使わ

れる場合には、情報サービスや専門サービスが含

まれており、そのように広義にとらえれば対事業

所サービスが成長都市園のリーディング産業とい

える。小売、一般サービス、医療厚生等は成長型

都市圏よりも衰退型都市圏で特化しているが、そ

のことは必ずしもこれらの産業が後向きであるこ

とを意味するものではない。先端的な産業へのシ

フトが遅れた都市ではこうした生活支援的産業が

結果的に特化してくると考えるべきであろう。

出版・印刷、卸売、情報サービス、専門サービ

スの4業種が成長型都市で特化し、衰退型都市で

は特化していない代表的産業といえる。これらの

4業種をくくるキーワードはずばり情報である。

最近の都市成長を特長づけるひとつの要田は情報

型先端産業であると言って良かろう。昭和61年に

これら4業種の全てに特化している都市圏は札幌、

東京のみ、3業種で特化している都市圏は盛岡、

仙台、金沢、大阪、広島、福岡、宮崎であり、い

ずれも成長力が高い、あるいは近年成長力を付け

てきた都市圏である。

(5)東京一極集中

昭和50-55年、55-60年、60～平成2年の間の

我が国の人口増はそれぞれ512.0万、398.9万,

256.3万であるが、東京都市圏の人口増は同期間

に136.9万、132.1万、127.0万であった。我が国

人口増加数に対する東京都市圏の増加数の割合は

表-4　成長パターンと産業別従業者割合特化度

業　　　 種 農 鉱 建 素 加 電 建

.
林 業 設 材 二t 楕

ビ ジ ネ ス　 S 6 1

成　　 長 I S 56

前 転 ~

2

2

山、広 l仙台、東 京、金沢 岡

そ の 他 の

成　　 長

S 6 1

S 5 6 1

盛 岡、宇都宮、甲府 、豊橋 、熊本、 1

ビ ジ ネ ス

転　　 換

S 6 1

S 5 6 1

1

1

前橋 、松本、静岡、沼津 、名古屋、 )

成　　 長

十

転　　 換

S 6 1　　　　　　 2

S 5 6　 1　　　　 3

1

1

衰　　 退 S 6 1

S 5 6

8

7

2

2

5

8

1」

元二

八

6

5

斎

代、

函館 、旭 Jl 、釧路 、彿伝二~ ]

高知、大牟田、飯塚、佐世 保
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表-5　従業者の地域別シェアー増分

農
　
建
素
加
電
生
田
そ
卸
小
飲
金
不
達
光
対
偶
レ
∵
医
教
専
そ
公
仝

従 業 者 シ エラ ー の 増 分 (昭 56 - 6 1年 )

東　 京 京 阪 神 名 古 屋 札 仙 広 福 その他都市圏

林　 水　 産 - 1 .3 3 - 0 .3 3 - 0 .2 4 - 0 .3 2 - 1 .3 9

鉱 0 .9 5 - 0 .4 2 - 0 .5 0 - 0 . 1 5 0 .5 0

設 0 .6 8 0 .4 8 0 . 1 1 0 .0 2 - 0 .6 0

材 - 0 .2 3 - 0 .0 9 0 . 1 9 0 .0 7 - 0 .7 5

工　 組　 立 - 2 .5 5 - 0 .9 3 0 . 1 5 - 0 . 1 6 - 0 .4 8

気　 機　 械 - 3 . 5 8 - 1 .6 6 - 0 」 1 - 0 .1 3 1 .3 1

括　 関　 連 - 1 . 5 0 - 0 .2 9 0 .1 2 0 .1 4 - 0 .4 3

版 ・ 印　 刷 - 0 . 2 2 - 0 .1 1 0 .1 6 0 .0 0 - 0 .5 8

の　 他　 製　 造 - 0 . 5 2 0 .7 0 0 .2 3 0 .0 8 - 1 .1 6

売 2 . 6 2 - 0 ,6 6 - 0 .2 9 - 0 .2 7 - 1 .4 9

プ已 0 . 5 1 0 .1 5 0 .0 2 0 .2 1 - 0 .4 5

食 0 . 8 7 - 0 .1 2 0 .1 2 0 .2 4 - 1 .0 5

融 ・ 保　 険 1 .1 2 - 0 .5 6 - 0 .1 8 0 .2 2 - 0 .7 6

動　　 産 - 0 . 1 0 - 0 .0 9 - 0 .1 5 - 0 .2 1 - 0 .1 8

輪 ・ 通　 信 0 .7 9 - 0 .0 3 - 0 .2 0 0 .0 6 - 1 . 1 7

熱 0 .3 0 - 0 .0 9 - 0 . 0 2 0 . 4 7 - 0 .5 2

事 業 所 サ ー ビ ス 0 .8 1 - 0 .2 2 - 0 . 3 5 0 . 0 6 - 0 ,5 6

報 サ ー　 ビ ス 1 .2 0 - 2 .0 7 - 0 . 0 1 0 . 5 7 - 0 .0 7

ク リ サ ー ビ ス 0 .3 7 - 0 .4 2 0 . 1 5 0 . 3 1 - 0 .1 5

般 サ ー　 ビ ス 0 .1 5 - 0 .1 6 0 . 0 1 0 .1 1 0 .0 4

療 ・ 厚　 生 - 0 .0 2 0 .0 9 0 . 0 0 0 .1 9 - 0 .4 7

育 ・ 文　 化 0 .1 2 0 .0 8 - 0 . 0 1 0 .3 2 - 0 .2 2

門 サ ー　 ビ ス 0 .4 5 0 .4 6 0 .1 3 0 .0 4 - 0 .6 3

の 他 サ ー ビ ス 0 .4 6 0 .4 2 0 .0 5 - 0 .2 0 - 0 .5 3

務 - 0 . 1 2 - 0 .1 1 0 .0 2 - 0 .0 9 0 .2 3

産　　 業 0 .5 5 - 0 , 1 8 - 0 . 0 0 0 , 0 9 - 0 ,5 0

年々高まりつつあり、昭和60年～平成2年の間に

は全国人口の22%を占める東京都市圏で全国の人

口増加数のほぼ半分を集めたことになる。京都、

大阪、神戸の3都市圏の人口は全国の13.2%を占

めるが、その人口増加数は23万人に過ぎず、増加

数の全国割合は9%弓削こ過ぎない。正に東京一極

集中である。

表一5は東京、京阪神、名古屋、札仙広福およ

びその他の都市圏について昭和56年から61年まで

の間の従業者数の全国シェアー増分を産業別に示

したものである。東京都市圏の全産業についての

シェアー増加数は0,55%であるが、情報サービス、

対事業所サービス等のビジネス型高成長産業でよ

り大きいシェアー増加を示している。また、情報

サービス、卸売、金融・保健、対事業所サービス、

飲食等の都市型業種でもより大きいシェアー増加

が見られる。製造業では軒並みにシェアーは低下

している。成長産業である電気機械については、

3.6%の大幅な低下を示しているが、衷-2に示

したように東京都市圏の従業者全体の全国シェ

アー23.2射こ比べて電気機械の値は24.5%である

ことから、他地域に先駆けて東京都市圏に電気機

械が集中し、昭和61年には分散を始めていること

が分かる。現在の情報サービス産業の集中とも合

わせて、東京都市圏が常に時代をリードしている

と見て良かろう。

京阪神の各都市圏や名古屋では全業種合計の

シェアーは若干低下している。情報サービスや対

事業所サービス等の成長型サービス業でもシェ

アーは低下している。特に京阪神都市圏で情報

サービス業が2%以上低下していること、電気機

械が1.7%低下していることなど成長業種での弱

きが問題である。これらの大都市圏は素材、加工

等の製造業に立脚しており、製造業部門の大きさ

が都市圏全体の成長にとって足かせとなっている

とも考えられる。

札仙広福の地方中枢都市では、全従業者数の

シェアーは0.09%増加している。このうち情報
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サービス、光熱、教育・文化等のシェアー増加が

相対的に大きい。製造業部門のシェアー低下は少

ないが、これは広島を除いてこれらの都市階では

もともと製造業のウエイトが小さかったためであ

る。その分、物から情報への時代の変化に対応し

易かったとも考えられる。その他の地方都市圏に

ついては全業種では0.5%のシェアー低下であり、

シェアー増加業種は鉱業、電気機械、一般サービ

ス、公務の4業種にすぎない。電機を除けば都市

成長に関連する業種はない。電機を核にした工業

都市の成長を除けば、地方都市には厳しい時代が

訪れていると言って良かろう。

4・おわりに

我が国全体の人口増加率が低下すると共に、人

口の絶対値が減少する県の数または都市圏数がふ

えて来ており、激しい都市間競争が浮きぼりにさ

れつつある。東京都市圏の成長力が大きく、関東・

中部では製造業に特化した都市圏も含めて相対的

に成長力の強い都市圏が見られる。それ以外の地

域では関西の復権が見え始めていること、札幌、

福間が相変わらず高い成長力を示していること等

が目につく程度で、北海道、北東北、四回、九州

等首都圏から遠く離れた地域の都市成長力は大幅

に弱体化しつつある。

成長都市圏と衰退都市圏の地域分布は、基本的

には産業構造の高度化への対応の結果と思われる。

すなわち、情報化産業革命の今日、国内外の情報

の東京集中が高次サービス産業を集積させ、資本、

人、文化をさらに集中させている。一方、情報化

の製造業へのインパクトは、東京都市圏での工業

立地が困難なことから、その外縁部の北関東、東

海等に波及し1業都市の成長として表れている。

札幌、福岡に代表される地方中枢都市の発展も、

それらの都市がミニ東京的性格を持ち、高次サー

ビス産業の集積が相対的に大きかったこと、東京

との結びつきが強いこと等何らかの形で東京型の

先端的サービス産業が育ったことが関係している

と思われる。最近人口が減少している、または伸

び悩んでいる都市既は素材型工業都市だけではな

い。むしろ昭和50年代の不況時、相対的に行政投

資のウエイトが高かった時代に人口を集めた地域

中心都市の多くに人口成長力の低下が見られるこ

とに注目したい。端的に言えば、情報化をてこに

した産業構造の変化に対応し得た都市が成長し、

そうでない都市は衰退しつつある。

注)都市圏の設定及び人口の計算は香川大学徳岡

助教授の手によるものである。詳しくは参考文

献4)を参照されたい。
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付表-1全国各都市観の人口と増加率偏差値の推移

都 市 圏 タイプ分類
人 口 (千 人) 増 加率 偏 差 値

昭5 0年 昭 55年 昭60 年 平 2 年 昭50 一昭55 昭 55 ～昭60 昭 60- 平 2

札　　　 幌 1 1 ,58 1 1 ,77 9 1 ,9 37 2 ,083 1 .55 1 .84 1 .94

函　　　 館 1 35 3 37 1 3 73 362 - 0 ,18 - 1 .10 - 1 .3 5

旭　　　 川 4 32 1 35 3 3 64 359 0 .9 6 - 0 .13 - 0 .86

室　　　 蘭 7 24 3 24 1 2 29 208 - 1 .50 - 2 .94 - 3 .44

釧　　　 路 2 23 2 24 2 2 45 238 - 0 ,28 - 0 .89 - 1 .3 2

帯　　　 広 3 16 9 18 5 197 20 1 0 .8 8 1 .0 1 0 .26

北　　　 見 3 9 2 10 3 107 10 7 1 .53 0 .25 - 0 .4 7

苫　 小　 牧 2 13 2 15 2 158 160 2 .0 5 0 .17 - 0 .4 5

青　　　 森 3 264 28 8 2 44 288 0 ,6 9 - 0 .44 - 1 .13

弘　　　 前 4 16 5 17 5 176 17 5 0 ,11 - 1 .07 - 0 .7 1

八　　　 戸 4 22 4 23 8 2 4 1 24 1 0 .0 7 - 0 .74 - 0 .5 1

盛　　　 岡 3 25 4 28 4 3 05 3 17 1 .4 4 1 .23 0 .8 1

仙　　　 台 1 1 ,07 0 1 ,18 3 1 ,2 70 1 ,320 1 .10 1 .32 0 .80

石　　　 巻 4 14 3 151 155 1 56 - 0 .0 2 - 0 .23 - 0 .40

秋　　　 田 2 32 2 34 8 3 59 36 5 0 .54 - 0 .10 - 0 .0 1

山　 _　　 形 5 37 1 3 95 4 07 4 14 0 .17 - 0 .16 0 .0 7

鶴　　　 岡 8 9 6 10 0 100 10 0 - 0 .4 3 - 1 .06 - 0 .56

酒　　　 田 5 10 4 10 9 108 10 7 - 0 .30 - 1 .68 - 0 .6 8

福　　　 島 2 32 3 34 0 34 9 3 55 - 0 .13 - 0 ,38 0 .12

会 津 若 松 8 12 4 130 134 1 35 - 0 .25 - 0 ,2 3 - 0 .24

郡　　　 山 5 33 8 363 38 0 3 96 0 .36 0 .4 7 0 .82

水　　　 戸 1 3 15 335 35 0 3 59 0 .12 0 .3 6 0 .30

目　　　 立 6 34 8 36 1 37 1 3 7 ト - 0 .53 - 0 .2 5 - 0 .4 7

土　　　 浦 3 2 34 278 30 8 3 37 3 .02 2 .5 9 2 .55

勝　　　 因 6 80 93 10 3 110 2 .30 2 .5 8 1 .73

宇　 都　 宮 5 54 0 588 62 6 6 58 0 .70 1 .0 2 1 .17

足　　　 利 8 162 166 16 8 168 - 0 .87 - 0 .8 2 - 0 .45

栃　　　 木 2 117 123 12 7 128 - 0 .0 7 - 0 .2 1 - 0 .15

佐　　　 野 5 140 142 14 5 148 - 0 .8 1 - 0 .6 1 0 .16

小　　　 山 8 177 190 20 1 210 0 .34 0 .6 7 1 .03

前　　　 橋 2 3 27 346 36 1 374 - 0 .0 7 0 .35 0 .6 7

高　　　 崎 8 4 25 4 51 4 74 4 9 1 0 .0 9 0 .4 9 0 .7 2

桐　　　 生 8 186 19 0 1 93 18 8 - 0 .7 5 - 0 .78 - 1 ,2 5

伊　 勢　 崎 8 13 7 14 8 157 14 9 0 .4 8 0 .79 - 2 .14

太　　　 田 8 14 7 1 62 175 18 1 0 .9 4 1 .60 0 .6 6

飽　　　 林 8 9 3 102 110 1 13 0 .7 6 1 .36 0 .5 5

秩　　　 父 8 1 10 109 109 10 9 - 1 .4 1 - 1 .16 - 0 .6 1

茂　　　 原 8 10 7 114 12 1 12 8 0 .30 0 .87 1 .3 8

成　　　 田 2 7 8 104 123 14 3 6 .4 1 5 .0 1 4 .59

君　　　 津 8 23 0 2 44 26 1 26 8 0 .12 1 .2 2 0 .30
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都 市 圏 タイプ分類
人 口 (千 人 ) 増 加 率 偏 差 値

昭5 0年 昭 55年 昭60年 平 2 年 昭50～昭55 昭55 - 昭60 昭60 - 平 2

京 1 23 ,22 7 24 ,5 96 2 5 ,91 7 27 ,1 87 0 .09 0 .64 1 .10

田　 原 6 3 17 3 30 34 5 3 57 - 0 .39 0 .3 3 0 .68

潟 1 65 3 7 02 730 74 6 0 .38 0 .1 5 0 .23

間 2 25 2 2 62 267 2 70 - 0 .4 5 - 0 .56 - 0 .0 6

粂 6 10 6 109 11 1 1 10 - 0 .57 - 0 .86 - 0 ,56

越 5 184 189 192 19 1 - 0 .74 - 0 .69 - 0 .6 3

府 5 36 1 3 86 4 1 1 42 6 0 .20 1 .03 0 .7 7

野 6 4 1 8 44 2 4 57 46 7 - 0 ,0 4 0 .00 0 .2 4

本 2 308 3 26 3 38 34 5 - 0 .0 3 0 .08 0 .2 2

田 8 17 3 1 81 187 19 0 - 0 .3 0 - 0 .00 0 .14

田 8 110 1 13 114 1 14 - 0 .7 5 - 0 .72 - 0 .5 0

訪 8 130 1 35 14 1 14 3 - 0 .4 5 0 .25 - 0 .0 0

山 2 4 8 1 50 4 5 17 52 5 - 0 .2 3 - 0 .36 0 .0 4

岡 8 340 34 8 3 49 34 6 - 0 .8 7 - 1 ,08 - 0 .7 4

沢 1 59 1 6 37 6 70 69 5 0 .4 7 0 ,57 0 .7 5

松 8 126 1 32 134 13 5 - 0 .4 1 - 0 .54 - 0 .3 7

非 8 4 5 7 4 74 4 9 1 49 5 - 0 .4 8 - 0 .04 - 0 .18

生 8 98 10 0 102 10 3 - 0 .8 6 - 0 .50 - 0 .19

早 2 6 7 2 70 9 7 32 74 4 - 0 .0 7 - 0 .10 0 .0 9

垣 7 26 9 28 1 2 89 29 3 - 0 .3 4 - 0 .22 - 0 .0 3

岡 2 8 74 90 8 9 31 94 6 - 0 .4 8 - 0 .32 0 .04

松 8 7 53 80 0 84 1 87 3 0 .0 9 0 .57 0 .7 5

津 2 4 06 4 26 44 6 46 2 - 0 .2 1 0 .44 0 .6 8

士 8 3 3 1 34 6 3 59 37 2 - 0 .3 4 0 .08 0 .7 0

古　 屋 1 4 ,270 4 ,4 70 4 ,6 30 4 ,79 1 - 0 .2 7 0 .02 0 .6 5

橋 5 4 14 44 0 4 63 484 0 .0 6 0 .59 1 .0 0

田 8 3 0 1 33 7 3 66 39 5 1 .4 1 1 .84 2 .0 3

尾 8 127 1 32 1 39 14 2 - 0 .4 4 0 .46 0 .2 7

津 3 269 28 0 2 91 29 9 - 0 .3 8 0 .15 0 .4 1

日　 市 8 4 58 48 2 5 00 52 2 - 0 .15 0 .1 1 0 .9 4

勢 4 154 1 58 160 16 0 - 0 .8 5 - 0 .75 - 0 .4 8

坂 5 148 1 54 159 16 0 - 0 .4 8 - 0 .15 - 0 .10

根 2 12 3 1 28 133 13 7 - 0 .5 0 0 .14 0 .6 2

?兵 8 12 1 1 23 125 12 5 - 0 .9 8 - 0 .53 - 0 .5 9

都 1 2 ,23 2 2 ,3 62 2 ,4 45 2 ,49 1 - 0 .0 1 0 .0 1 0 .14

鶴 5 10 9 109 11 1 10 9 - 1 .3 5 - 0 .68 - 1 .13

阪 1 10 ,76 1 1 1 .16 1 11 ,5 07 11 ,70 0 - 0 .50 - 0 .14 0 .0 8

戸 1 1 ,88 8 1 .9 68 2 ,0 44 2 ,13 4 - 0 .37 0 .12 0 .9 4

路 8 76 5 7 95 8 17 82 0 - 0 .4 4 - 0 .26 - 0 .3 2

箪 」 旦 8 4 8 3 5 00 5 05 50 4 - 0 .53 - 0 .87 - 0 .5 1
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タイ プ分 類
人 口 (千 人 ) 増 加 率 偏 差 値

昭 5 0年 昭 5 5年 昭 60 年 平 2 年 昭 50一 昭5 5 昭55 - 昭60 昭 60 - 平 2

6 1 6 9 1 7 7 1 8 3 1 8 8 - 0 .2 1 - 0 . 1 0 0 .3 2

5 1 7 9 1 9 0 1 9 5 1 9 5 0 . 1 5 - 0 . 3 4 - 0 .5 6

2 1 7 3 1 8 3 1 9 0 1 9 3 - 0 .0 2 0 . 0 8 - 0 .0 1

4 1 5 3 1 6 1 1 6 5 1 6 6 - 0 .2 4 - 0 . 2 8 - 0 ,2 6

1 6 2 9 6 7 4 7 0 8 7 3 0 0 .3 0 0 . 5 3 0 .5 4

6 5 3 5 5 5 6 5 7 1 5 7 4 - 0 .4 7 - 0 . 2 7 - 0 .3 0

4 1 1 3 1 1 6 1 2 0 1 2 2 - 0 .7 9 0 . 1 6 0 .0 6

1 1 ,2 3 2 1 ,3 2 3 1 ,4 0 4 1 ,4 6 6 0 .3 6 0 .8 9 0 .9 5

8 3 0 9 3 0 5 3 0 0 2 9 1 - 1 .6 1 - 1 .8 4 - 1 .3 7

8 5 0 2 5 2 1 5 3 5 5 3 7 - 0 .4 9 - 0 .2 5 - 0 .3 4

5 3 1 0 3 1 4 3 1 5 3 0 7 - 1 . 0 5 - 1 . 13 - 1 .2 4

7 2 2 2 2 3 0 2 3 7 2 3 7 - 0 . 5 3 - 0 .0 8 - 0 .4 4

8 2 0 8 2 1 5 2 1 6 2 1 3 - 0 . 5 5 - 1 .0 6 - 1 .0 2

5 1 3 9 14 2 1 4 1 1 3 9 - 0 . 9 1 - 1 .3 7 - 1 .0 0

4 4 9 0 5 1 8 5 3 4 5 4 4 - 0 . 0 6 - 0 .1 0 0 . 1 4

1 5 2 5 5 5 5 5 7 3 5 7 9 - 0 . 0 4 - 0 .0 8 - 0 . 1 4

4 1 3 6 1 4 3 1 4 9 1 5 1 - 0 . 2 0 0 .0 9 0 .0 3

1 4 8 3 5 2 6 5 5 5 5 7 3 0 . 7 3 0 .1 0 0 ,5 7

5 1 5 5 1 5 9 1 6 1 1 5 7 - 0 . 7 4 - 0 .8 8 - 1 ,1 4

6 1 4 8 1 4 9 1 5 0 1 4 7 - 1 . 1 5 - 1 .1 4 - 1 .1 1

3 3 9 4 4 1 7 4 3 3 4 3 5 0 .0 4 0 .0 5 - 0 .2 6

2 1 ,3 6 5 1 ,4 0 5 1 ,4 1 3 1 ,3 8 0 - 0 .6 8 - 1 .0 0 - 1 .2 0

1 1 ,5 5 8 1 ,7 5 5 1 ,9 0 3 2 ,0 4 9 1 .5 7 1 .7 0 1 .9 8

4 2 2 4 2 2 4 2 2 2 2 1 0 - 1 .3 3 - 1 .6 0 - 2 .1 8

4 3 5 5 3 7 5 3 8 6 3 9 2 - 0 .0 8 - 0 . 1 8 0 .0 7

4 2 0 6 2 1 5 2 1 9 2 1 7 - 0 .3 7 - 0 . 5 8 - 0 .6 3

4 1 5 1 1 5 2 1 5 3 1 4 8 - 1 .2 4 - 0 .9 4 - 1 .5 7

3 2 3 1 2 4 6 2 5 3 2 5 8 0 . 1 2 - 0 . 1 2 0 .0 8

3 5 2 1 5 3 5 5 4 6 5 4 8 - 0 .7 1 - 0 .5 3 - 0 .3 5

4 2 8 6 2 8 8 2 8 8 2 8 2 - 1 . 1 8 - 1 . 1 9 - 1 .1 6

3 5 9 3 6 5 6 7 0 3 7 3 8 1 .0 8 1 .2 5 1 .1 5

4 1 1 9 1 2 3 1 2 3 1 2 1 - 0 .6 8 - 1 . 1 9 - 1 .0 1

3 5 0 4 5 4 6 5 7 4 5 8 6 0 .6 1 0 .5 4 0 . 1 9

3 2 6 9 3 0 6 3 2 5 3 4 1 1 .8 7 0 .9 4 1 . 0 4

4 1 3 4 1 4 7 1 5 1 1 5 1 0 .8 3 - 0 .2 2 - 0 . 4 1

6 1 5 1 1 5 5 1 5 5 1 5 0 - 0 .7 6 - 1 . 1 7 - 1 . 1 1

3 5 2 8 5 8 7 6 1 9 6 2 9 1 . 1 3 0 .6 7 0 . 0 6

3 5 4 8 5 9 3 6 4 2 6 7 4 0 .5 9 1 .6 0 1 . 1 6
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付表-2　各種産業区分の分類

農林水産業

鉱業

[±

素材型産業

加工組立業
電気機械業

生活関連業

出版・印刷業

その他の製造業

卸売業(代理商、仲立業も含む)
小売業

飲食業

金融・保険業
ー不動産業
運輸・通信業

光熱業(電気、ガス、水道、熱供給業)
対事業所サービス業
情報サービス業
レクリ関連個人サービス業
一般個人サービス業
医療・保健、福祉業
教育・文化
専門サービス業
その他のサービス業
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